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淡路広域水道企業団水道事業会計定期監査結果報告書 

 

 

１ 監査の期間 令和７年４月１日から令和７年９月３０日まで 

 

２ 監査の対象 淡路広域水道企業団水道事業会計における次に掲げる財務に関する事

務の執行及び経営に係る事業の管理状況 

（１）組織図及び主な業務内容 

（２）令和７年度予算概要説明書 

（３）事業の概要 

（４）料金徴収状況 

（５）財産の取得管理状況 

１）工事契約一覧 

２）公有財産購入一覧 

３）備品購入一覧 

（６）修繕工事に関する調書 

（７）委託業務に関する調書 

（８）給水の業務状況 

 

３ 監査の範囲及び方法 

監査にあたっては、令和７年度における財務に関する事務の執行が関係法令、条例、

規則等に基づき、公平不偏で計画的かつ効率的に行われているか、更に地方公営企業

法第３条の基本原則に基づいた経営がなされているか等に留意して、次の事項を重点

として監査を実施した。 

ア 入札及び契約事務について 

イ 建設改良工事の施工状況等について 

 

４ 監査の結果 

今回の定期監査については、総務課及び工務課並びに各市サービスセンターごとに、

分掌事務、料金収納事務、入札・契約事務、給水業務及びこれらに関連する事務が関

係法令等及び予算に基づき適正に執行されているかについて、関係書類を検査すると

ともに、関係職員からの説明を聴取することにより実施した。 

その結果、一連の事務の執行については適正に処理されていると認められた。 

以下、令和７年度上半期における業務の実績は、次表のとおりである。 
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（表－１）給水人口及び給水栓数 （単位：人）

増　減 比率(%)

給　水　人　口 123,793 125,678 △ 1,885 98.5

給　水　栓　数 66,199 66,030 169 100.3

（表－２）有収水量 （単位：㎥・％）

対前年同期比較

増　減 比率(%)

有　収　水　量 7,310,316 7,223,713 86,603 101.2

配　　水　　量 8,835,842 8,875,797 △ 39,955 99.5

有　　収　　率 82.7 81.4 1.3

 ※　有収率の算定式 ： 有収率（％）＝ 有収水量 ÷ 配水量 × 100

（表－３）給水料金 （単位：千円）

対前年同期比較

増　減 比率(%)

給　水　料　金 2,511,556 2,459,694 51,862 102.1

令和7年度
（上期計）

令和6年度
（上期計）

区　　分

対前年同期比較
区　　分

令和7年度
（上期計）

令和6年度
（上期計）

令和7年度
（上期計）

区　　分
令和6年度
（上期計）

 

 

令和７年度上期の業務実績は、給水人口 123,793 人、給水栓数 66,199栓、有収水

量 7,310,316㎥、配水量 8,835,842 ㎥となっており、前年同期と比較すると、給水人

口は 1,885 人（1.5％）減少し、給水栓数は 169栓（0.3％）の増加、有収水量は 86,603

㎥（1.2％）増加し、配水量は 39,955㎥（0.5％）の減少、有収率は 82.7％と 1.3 ポ

イント上昇している。 

給水料金収入の調定額は、2,511,556 千円で、前年同期と比較すると 51,862 千円

（2.1％）の増加である。 

今後も給水人口の減少にともない、家庭用の有収水量及び給水収益の減少が予想さ

れることから、事業運営にあたっては、淡路広域水道企業団水道事業経営戦略（第２

回改訂）（以下「経営戦略」という。）に掲げる投資・財政計画の着実な執行と健全か

つ安定的な事業運営の継続に努められたい。 

また、水道事業に課せられた最大の使命でもある、安全・安心な水の安定供給の持

続に向け、全力で取り組むよう強く望む。 
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項目別監査結果は次のとおりである。 

 

（１）組織関係 

組織については、総務課及び工務課並びに各市サービスセンターの人員と係別の

主な業務内容を確認した。 

今後も職員の適切な配置に留意しつつ、更なる業務の効率化を検討されたい。 

また、各市サービスセンターの職員間において、水道に関する専門的な知識や技

術の維持継承に向け、引き続き、職員間の交流と情報共有を図られるとともに、各

市サービスセンター間で切磋琢磨し、水道技術と市民サービスの向上に努められた

い。 

 

（２）料金収納事務関係 

料金収納に関する事務については、主に調定から収入の整理に至るまでの事務が

適正に行われているかについて、監査資料等をもとに検査した結果、特に問題なく

執行されていると認められた。 

今後も引き続き、現年度・過年度ともに収納率の向上に努められたい。 

なお、上半期における料金徴収状況は次表のとおりである。 

（表－４）令和７年度料金徴収状況（令和７年９月末現在）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

現年度 397,222 2,511,556,322 337,646 2,097,812,836 0 0 59,576 413,743,486 83.5

過年度 47,667 314,322,534 41,949 285,016,722 0 0 5,718 29,305,812 90.7

計 444,889 2,825,878,856 379,595 2,382,829,558 0 0 65,294 443,049,298 84.3

給　水　料　金

名　　称

（単位：円、％）

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収納率

 

 

 
 

 

  

※ 給水料金の収納は月末が休日の場合、調定月の翌月となるため、９月末時点では、９

月調定分が収入未済額となり、収納率が低下している。 

なお、４月から８月までの調定額の収納率は、現年度で 99.2％となっている。 
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（３）入札・契約事務関係 

入札・契約事務については、契約の方法、手続、締結及び履行が関係法令に基づ

いて適正に行われているかについて、監査資料等をもとに検査した結果、適正に執

行されていると認められた。 

今後も公平性、透明性、競争性に十分配慮した入札事務の執行に努められたい。 

 

（４）給水業務関係 

有収率については、各市サービスセンターで漏水調査業務に係る経費に加え、新

たな手法の活用として、人工衛星を用いた漏水判定業務に係る経費も予算化し、漏

水調査業務の調査範囲を精査するなど、有収率の向上に向け、持続的かつ計画的に

実施していることが認められた。 

令和７年度上半期は、前年同期と比較して、有収率が上昇したことから有収水量

が増加し、配水量が減少することで浄水処理の効率化が図られ、経費の削減にもつ

ながっている。 

また、水道事業においては、老朽管の更新・耐震化が全国の共通課題であり、本

企業団においても事業計画に沿って、管路の更新等を着実に進めるとともに、より

一層の有収率の改善に向け、引き続き対策を講じられたい。 

 

 


